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	10日の事務交渉で「回答書」の内容について総務課長から説明を受けた結果、次の

0項目を副町長交渉で質します。町長不在のため副町長に全権委任の交渉となります。
１．今年度の給与改定について

①　例月給与のマイナス勧告に伴う年間給与の調整

２．基本賃金・諸手当について

①　自宅所有者の住居手当

②　現業職員の賃金

③　臨時職員の生活関連諸手当　

３．組織・機構・定数等について

①　2010年度の新規採用
②　技術職の採用

③　建設課主幹の12月1日退職後の対応

④　2010年度の技能職の雇用

４．津別町職として付加する要求について
①　中途採用者の昇給改善

②　地域公共交通総合連携計画の進捗


	



	
原口総務大臣と地方行財政・公務員制度改革について意見交換

	　自治労は10月28日、総務大臣との定例会見を行いました。自治労側からは、徳永委員長はじめ四役が出席、総務省からは、原口総務大臣、渡辺総務副大臣、小川総務大臣政務官、佐々木公務員部長ほかが出席しました。

自治体行財政は抜本的な改革を
　冒頭、徳永委員長は、第８１回自治労定期大会の方針を踏まえた総務省にかかわる要求書を原口総務大臣に提出しました。特に自治体行財政について、国と地方の対等な関係という分権の基本理念に立ち返り、必要十分な地方税財源の確保を前提とした権限移譲など、抜本的な改革を求めました。さらに公務員制度改革について、国際労働基準に基づく労使関係の改革と、恒常的な協議の場の設置を要望しました。
　

基礎自治体を最優先とする
これに対し原口総務大臣は、冒頭、公共サービス格差が広がっているとの認識を示し、「労働を中心とした福祉型社会」を作る必要があると強調しました。その上で、「地域主権の確立」の考えに立ち、総務省として来年度の概算要求の中に1兆1千億、交付税率を上げることを入れており、基礎自治体を最優先とする国から自治体への権限移譲と、それに見合った税財源について考えていく旨回答しました。
基本権回復、協議の場を持つ

また、労働基本権の回復については鳩山内閣として推進する考えであり、自律的労使関係の
	構築と安定的な住民サービスの確保の観点から、協議の場を持ちたい、と回答しました。
一方、公共サービス基本法について、今後プログラム法を作る考えであり、各自治体では条例化をしてほしいとの考えを示した。
消防職員の団結権、前に進める

引き続き、消防職員に関する定例協議として徳永委員長より、ＩＬＯ理事会がたびたび勧告している消防職員の団結権問題についての解決を要望しました。
これに対し、原口総務大臣は「ＩＬＯから勧告が何度も出ている状況を放置するのかということで、検討の指示をしたところである。消防職員の団結権のあり方については、国民の理解の下、関係者の意見も聞きながら、積極的に前へ進めていく課題だと認識している」と回答しました。
　

「当事者なくして決定なし」
最後に、徳永委員長が、「消防職員の団結権問題について、総務大臣から前向きなお話を聞かせていただいたことに感謝する。また、消防に限らず、地方行財政や公務員制度など、総務省とは色々と意見交換をしていきたい」と述べたのに対し、原口大臣より「「当事者なくして決定なし」ということをしっかり踏まえてまいりたい。実務者の協議についても指示をしていきたい」との回答を受け、この日の要請を終わりました。　

	








◎腕章は交渉団のみの対応としました。


◎交渉の結果は、明日の職場集会で報告します。


◎16～17日の自治労統一戦術の対応は、交渉後、本日の執行委員会で協議し、明日の職場集会で確認します。























